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第 1 次石油ショック (1973-74年)以降，日本経済を悩ましてきた大幅な潜在的超過貯蓄
(潜在的生産水準における民間部門の自発的な貯蓄の供給量に対する，長期的な潜在的成長を維
























再言すると，技術革新 (technical innovation) は，発明ないし発見された新しい技術知識







































































































































































直接的労働を含む)の平均物的労働性( y) は，資本・労働比率 (k )の連続的な増加関数で
あって，図 1 のような形をとる，と想定されている。
乙れによると，技術進歩とは，生産性関数 (y=f(k)J を 11 からんのように上方へ移行させる
ものである。そして生産性関数の y1 から bへの上昇は，次の 2 つの部分に分割される。 1 つは
一定の生産性関数h に沿ってのkの増大 (k 1 k 2 =αα) による部分 (α' ピ)であり，残りは
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たらされる。固定資本についていう限仇図 2 のほうが図 1 よりははるかに現実に近い。技術
の変化が資本の生産性 (Y/K=Y/k) をどの方向に変化されるかは，確定的でない。図 2 につ




Ul c cr 費のほかに利子が含められねばなら
Y c t-----------------j, 
Y b 1---


































































産出量を所与とすれば，資本財の供給価額と利子率とである。いま，償却率を d ， 利子率を i
とおくと，単位生産物当りの資本コストは， 手 (d+ i) 
である。いま，かりに実質的資本単位を 1 千万円とし ， d と i とを年率であらわすと，資本の
提供者に帰属する単位資本量の「報酬率」は，年 1 千万円X (d+i) であり ， d+i =15% 




資本用役価格を r ， 賃金率を ω であらわすと，このレンタル・賃金率比率 (r/ w )がどんな
値をとれどう変化するかが，投資に当つての技術の選択と新技術の導入にとって決定的な意









と T および労働と w とに集中する。というのは「石油ショック」時におけるような大変化は，
近い将来においてありそうにもないからである。
以下において検討されるのは，労働係数 (LjY= l)， 資本係数，資本・労働比率，および
レンタル・賃金比率 (r/ w) の聞の技術革新をめぐる諸関係である。















いま節約を S，使用を U， 節約でも使用でもないものを Nであらわすと，労働と資本財とに
ついてのそれぞれの乙の 3 つの聞の組合せは，表 1 のようになる。 0印は無条件の技術進歩，





































Uα VI 1 .' 値が単位資本費用の増加分よりも大きいこ3α 
と，すなわち，
r . L1 v<-w • L11 
である。ただし l は労働係数 (LjY) , v 






大する。逆にいうと，技術進歩とともに rjw が上昇傾向をとるような経済では， 1 タイプの技
術が技術進歩となる可能性は，次第に小さくなる o VII は I の反対であって，これが経済的技術
進歩となりうるための条件は，
































何故なら ， K/L= Y/L+ Y/Kだからである。したがって，多くの産業における工程革新の方
向は， 1 と II と凹の範囲に集中するであろう。つまり IIの線を中心として I と凹の領域内に分































s Y* -R y* 資本の正常利用の資本成長率= = s 一一一 (1 -RIJ) 
K 
である。ただし， Y* は資本の正常利用のもとでの可能な最大産出量， s は粗貯蓄性向， R は















































s (1-R庁 ) ﾔm >n+y 
の不等関係を示している。乙れは，
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